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(単位：％）

民需　－　船舶・電力を除く 代理店 官公需 外需
製造業 非製造業

前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比
04 4-6月 6.9 11.9 11.1 24.7 4.4 3.1 ▲ 4.1 6.5 ▲ 16.1 ▲ 11.7 7.4 ▲ 4.5

7-9月 ▲ 4.7 3.8 ▲ 7.6 9.3 ▲ 2.4 0.0 ▲ 5.2 ▲ 2.7 7.2 ▲ 1.0 1.3 11.1
10-12月 4.9 1.1 4.8 6.9 5.3 ▲ 2.5 ▲ 4.7 ▲ 10.8 ▲ 7.4 ▲ 2.8 16.5 22.1

05 1-3月 1.6 9.4 1.8 10.5 0.7 8.6 ▲ 5.9 ▲ 18.2 ▲ 4.9 ▲ 15.8 ▲ 16.8 2.8
4-6月 ▲ 0.2 2.0 3.0 2.8 ▲ 1.8 1.7 18.3 ▲ 0.1 1.2 ▲ 5.9 10.8 9.0
7-9月 3.2 8.7 4.3 14.6 1.9 4.4 ▲ 9.8 ▲ 4.9 ▲ 5.2 ▲ 17.2 7.9 22.7

10-12月 2.8 8.1 0.6 10.4 4.5 6.2 8.9 9.7 8.0 ▲ 2.8 ▲ 0.5 ▲ 0.3
06 1-3月 ▲ 0.4 3.8 0.9 6.5 ▲ 1.8 1.7 ▲ 8.5 5.1 ▲ 0.9 ▲ 2.4 19.1 45.9

4-6月 8.9 15.4 8.9 16.4 10.0 14.5 23.0 11.1 ▲ 1.5 ▲ 0.3 ▲ 3.6 24.2
7-9月(見） (4.9) (16.5) (12.0) (23.7) （▲ 0.6) (11.4) （▲ 1.6) (20.3) （▲ 9.5) （▲ 5.6) （▲ 4.0) (12.8)

05 8月 6.0 13.4 5.9 14.3 6.0 12.6 5.7 3.1 9.2 ▲ 10.1 ▲ 20.2 ▲ 16.3
9月 ▲ 6.7 4.8 ▲ 3.5 15.0 ▲ 8.5 ▲ 1.9 ▲ 16.7 ▲ 11.4 ▲ 10.0 ▲ 20.3 30.7 72.6

10月 2.9 8.5 ▲ 4.5 11.1 5.8 6.4 33.0 22.4 12.5 ▲ 0.5 ▲ 19.2 ▲ 1.4
11月 1.9 0.2 8.3 12.3 3.1 ▲ 7.7 ▲ 15.2 1.8 4.6 4.4 17.3 5.9
12月 4.1 15.5 1.0 8.2 2.2 21.0 4.4 5.2 ▲ 8.6 ▲ 9.7 0.5 ▲ 3.7

06 1月 ▲ 2.8 9.8 ▲ 1.6 17.4 ▲ 4.4 4.1 ▲ 6.0 10.6 ▲ 3.1 6.3 ▲ 8.4 2.9
2月 1.5 8.2 1.8 10.9 2.7 5.8 4.4 9.2 18.0 14.3 24.4 46.8
3月 ▲ 5.2 ▲ 1.6 ▲ 5.9 ▲ 1.3 ▲ 4.6 ▲ 1.8 ▲ 7.8 ▲ 1.4 ▲ 12.6 ▲ 8.5 16.9 74.2
4月 10.8 12.2 8.0 5.4 13.8 18.2 23.8 ▲ 3.2 6.3 ▲ 3.3 ▲ 21.8 9.1
5月 ▲ 2.1 15.8 ▲ 5.5 13.1 0.2 17.7 8.5 19.6 ▲ 9.9 ▲ 3.3 ▲ 4.0 23.0
6月 8.5 17.7 25.6 28.7 ▲ 3.6 9.4 ▲ 6.0 17.4 9.3 5.2 22.5 40.0
7月 ▲ 16.7 ▲ 1.2 ▲ 18.7 4.7 ▲ 15.8 ▲ 6.2 ▲ 12.3 3.8 ▲ 1.9 8.7 ▲ 21.4 ▲ 4.1
8月 6.7 ▲ 0.5 9.3 8.4 5.1 ▲ 7.2 2.3 0.6 ▲ 4.4 ▲ 5.5 29.1 54.2

(出所）　内閣府「機械受注統計」

○ ８月の機械受注(船舶・電力除く民需)は前月比＋6.7％ 

８月の機械受注(船舶・電力除く民需)は前月比＋6.7％となった。業種別にみると、製造業が前月比＋

9.3％（７月同▲18.7％）、非製造業（船舶・電力を除く）も同＋5.1％（７月同▲15.8％）と共に増加とな

ったが、７月が大幅減だったことを踏まえれば、反発力は弱く、やや物足りない結果だ。 

製造業は、電気機械が前月比＋18.8％（７月同▲26.6％）、化学工業が同＋70.4％（７月同▲20.1％）、

鉄鋼業が同＋16.5％（７月同▲74.8％）と反動増が見られた。６月が大型受注が重なったことで高水準だっ

たことを除けば、概ねこれまでのトレンドどおりである。製造業の受注はこのところ振れが大きくなってい

るものの、引き続き好調といえる。他方、非製造業については、７月に大きく減少していた通信業（携帯電

話等）が前月比＋35.6％（７月同▲26.7％）となったことからプラスに転じたものの、運輸業の（同▲

39.2％、７月同▲7.3％）鉄道車両受注の押し上げ寄与の剥落によって小幅のプラスにとどまった。非製造

業は、前年比で見ても▲7.2％と低調である。ただし、日銀短観等での設備投資計画では非製造業について

も堅調な計画となっていることから、非製造業の受注が今後も前年を下回っていくことは考えにくい。緩や

かながらも雇用・所得環境が改善し、デフレ脱却が視野に入っている中では、非製造業の受注が減少基調を

辿ることはないと考えられる。 

 

○ ７－９月期の機械受注は前期比マイナス 

７－９月期の機械受注（船舶・電力を除く）は、９月が前月比横ばいだった場合、４－６月期対比で▲

8.8％となる。７－９月期がプラスとなるには９月が前月比＋28.4％以上となる必要があり、達成の見込み
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はほぼゼロである。７、８月までの結果を見れば、先行きの設備投資に過度に強気にはなれない内容である。

もっとも、機械受注は振れの大きい統計であり、４－６月期が前期比＋8.9％と大幅増だったことによる反

動減も加味すれば、増勢トレンドに変化がみられているわけではない。 
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製造業前月比寄与度分解
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○ 設備投資の先行きを判断する上では、10－12 月期の機械受注見通しが要注目 

機械受注はやや弱めの結果となったが、日銀短観（９月調査）では、06年度の設備投資は引き続き好調な

ことが示されている。設備ストックや債務の調整が終了したこと、キャッシュフローが潤沢であることに加

え、デフレ脱却期待および成長期待の高まりなどが企業の設備投資意欲を前向きにさせていると考えられる。

また、米国経済の減速にともなう輸出や生産活動の鈍化から設備投資計画が下方修正される可能性もあるが、

輸出等が失速する公算は小さいことから、設備投資は今後も増勢基調が持続するとの判断には変わりない。 
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ただし、機械受注の設備投資への先行性を踏まえると、７－９月期の機械受注がマイナスとなり、10－12

月期も受注が弱めに推移した場合には年明け以降の設備投資に一定の警戒感が出てくると思われる。設備投

資を取り巻く環境は良好であり、７－９月期の減少は前期の反動も大きいため、10－12月期も受注が大きく

減少する可能性は低いが、留意しておく必要があろう。その意味では、９月の機械受注および10－12月期の

見通しが要注目である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  


